
国のエネルギー政策の議論の動向

○ 国（経済産業省）は 新たなエネルギー基本計画を策定する総合資源エネルギー調査会の
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○ 国（経済産業省）は、新たなエネルギ 基本計画を策定する総合資源エネルギ 調査会の
「総合部会」を、「基本政策分科会」に組織改編し、これまで６回の会合を開催。

○直近に開催された第６回会合（１０月２日開催）では、「消費面」・「需要面」から見たエネル

ギー政策のあり方等について議論ギ 政策のあり方等について議論。

○今後、さらに議論を重ね、「２０３０年代原発ゼロ」に代わる現実的なエネルギー政策の枠組

みを年内にも示す予定。

従来は、省エネ対策を行いつつも、エネルギー供給をどのように行うべきかという視点からの
施策が中心。

需要家サイドによる 省エネ・節電をより 層進めようという機運の高まりを踏まえ 従来の省需要家サイドによる、省エネ・節電をより一層進めようという機運の高まりを踏まえ、従来の省
エネ対策に加えて、エネルギー需給システムに以下の観点をより一層導入することを検討。
①エネルギー供給状況に応じてスマートに消費パターンを変化させる。
②需要家サイド（の近く）において多様なエネルギー供給源を確保する。
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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会資料をもとに作成



（参考）再生可能エネルギー発電設備の導入状況

■ 平成２５年６月末をもって、固定価格買取制度の導入から１年が経過。この間に導入

された設備容量は、全体で約３６６．６万kW（うち太陽光発電設備が約９割）。
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